
　吹田市の総合福祉会館で、障がい者を対象としたデイサービス事業に従事し
ていた2人の非常勤職員が、事業の民間委託を理由に雇い止めされる事件が起こりました。
　2人は総合福祉会館で１年間の雇用を20年以上もくり返し、非常勤職員として働いてきました。吹田市で
は過去に一度も本人の希望に反する雇い止めはありませんでした。担当事業が廃止される場合も、配置転換
により雇用が守られてきました。
　「これまでつちかってきた知識や専門性をこれからも市の職員として発揮していきたい」「公務職場には多く
の非正規職員ががんばっている。自分たちだけのことではない。こんなことを許してはいけない」
と、雇い止めの撤回と損害賠償を求めて裁判をたたかっています。
　みなさまのご支援を心よりお願いします。
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働き方ASU-NET　 　　
元自治労連中央副委員長　川西　玲子さん

　労働者の「雇用の安定」と「賃上げ」がデフレ経済を立て
直すために、今最も必要だということは、多くの経済学者の
常識になっています。
　また、この4月には「有期労働」をくり返し更新して働いてき
た人たちが「無期雇用」に転換できる「労働契約法」も改正
されました。
　こんな動きに逆流して、自治体が20年以上も経験を生か
して働いてきた労働者を「クビ」にするとは、許されません。

吹田市障害児・者を守る
　　　連絡協議会 会長　金沢　秞子さん

　総合福祉会館の障害者デイサービス事業は、創設以来、
地域の障害のある人への積極的なアプローチも行い、完全
在宅となっている障害のある人を一人でも減らそうと「直営事
業」としての積極的な役割を発揮してきました。
　ところが、突然打ち出された民間委託の方針のもと、長年
に渡って現場を支えてきた非常勤職員も年度途中で雇い止
めという一方的な対応が行われました。行政の都合を優先
するこのような「当事者不在」の進め方でいいのでしょうか。
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大阪地方裁判所あて　署名にご協力ください！
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これまで積み重ねてきた福祉の知識や専門性をいかして吹田市で
仕事をしたいのです
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世の中の流れと反対の
「首切り」

利用者や職員を
無視した「雇い止め」

吹田市の「非正規職員比率」は42.4%吹田市の「非正規職員比率」は42.4%
　吹田市は、この10年あまり正規職員を非正規職員
におきかえてきました。どこの職場にも６ヵ月雇用のアル
バイトや１年雇用の非常勤職員が増え、市民サービス
は非正規職員なしでは維持できないほどに。
　井上市政がすすめる「行政の維新プロ
ジェクト」による職員採用凍結で、さらに非正
規職員が増加。今や吹田市の非正規職員
比率は42.4%にも。
　民間企業や他の自治体では
非正規比率が3割程度といわ
れる中で、10%近くも上回る吹
田市役所は異常な事態です。

　しかも、アルバイトは交通費すら全額支給されず、
10年目でも1年目でも同じ給料です。非常勤職員も
10年、20年と働いても手当も退職金もありません。

　こんな「官製ワーキングプア」では働き
続けられるかどうか、みん
な不安をもちながらも、市
民のために懸命です。
　半年、1年の契約更
新をくり返しながら市民
サービスを支えてきたの
に、「使い捨てのコマ」の

ように簡単に雇い止めされるのでは、安
心して仕事に専念できません。
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これで本当に市民のための仕事ができるの？

弁護士 河村　学さん

自治体で働く非正規職員の雇い止めは、民間よりも安易に行われています。こ
の裁判は、非正規職員が手を組んで、安定した生活と権利を勝ち取るために
重要です。

自治体では、正規職員と非正規職員との差別が横行しています。この裁判は、
正規職員と非正規職員が手を組んで、当局による差別的処遇を是正し、労働
条件の底上げを図るために重要です。

自治体では、公務の民営化、非正規化により、住民の暮らしと安心をないがし
ろにする事態が広がっています。この裁判は、公務労働者と住民が手を組ん
で、地域住民に行きとどく安定的で継続的な公務を実現するために重要です。
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